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【問 １】次の１から４までの記述のうち、民法の規定、判例及び下記判決文によれば、正しいものはどれか。 

（判決文） 

賃貸人は、特別の約定のないかぎり、賃借人から家屋明渡を受けた後に前記の敷金残額を返還すれば足りる

ものと解すべく、したがって、家屋明渡債務と敷金返還債務とは同時履行の関係にたつものではないと解する

のが相当であり、このことは、賃貸借の終了原因が解除（解約）による場合であっても異なるところはないと

解すべきである。 

 

１ 賃借人の家屋明渡債務が賃貸人の敷金返還債務に対し先履行の関係に立つと解すべき場合、賃借人は賃

貸人に対し敷金返還請求権をもって家屋につき留置権を取得する余地はない。 

２ 賃貸借の終了に伴う賃借人の家屋明渡債務と賃貸人の敷金返還債務とは、１個の双務契約によって生じ

た対価的債務の関係にあるものといえる。 

３ 賃貸借における敷金は、賃貸借の終了時点までに生じた債権を担保するものであって、賃貸人は、賃貸借

終了後賃借人の家屋の明渡しまでに生じた債権を敷金から控除することはできない。 

４ 賃貸借の終了に伴う賃借人の家屋明渡債務と賃貸人の敷金返還債務の間に同時履行の関係を肯定するこ

とは、家屋の明渡しまでに賃貸人が取得する一切の債権を担保することを目的とする敷金の性質にも適合す

る。 

 

 

 

 

 

【問 ２】債務者Ａ、Ｂ、Ｃの３名が、令和３年７月１日に、内部的な負担部分の割合は等しいものとして合

意した上で、債権者Ｄに対し 300 万円の連帯債務を負った場合に関する次の記述のうち、民法の規定によれ

ば、誤っているものはどれか。 

１ ＤがＡに対して裁判上の請求を行ったとしても、特段の合意がなければ、ＢとＣがＤに対して負う債務の

消滅時効の完成には影響しない。 

２ ＢがＤに対して 300 万円の債権を有している場合、Ｂが相殺を援用しない間に 300 万円の支払の請求を

受けたＣは、ＢのＤに対する債権で相殺する旨の意思表示をすることができる。 

３ ＤがＣに対して債務を免除した場合でも、特段の合意がなければ、ＤはＡに対してもＢに対しても、弁済

期が到来した 300万円全額の支払を請求することができる。 

４ ＡとＤとの間に更改があったときは、300万円の債権は、全ての連帯債務者の利益のために消滅する。 

 

 

 

 

【問 ３】個人として事業を営むＡが死亡した場合に関する次の記述のうち、民法の規定によれば、誤ってい

るものはいくつあるか。なお、いずれの契約も令和３年７月１日付けで締結されたものとする。 

ア ＡがＢとの間でＢ所有建物の清掃に関する準委任契約を締結していた場合、Ａの相続人は、Ｂとの間で特

段の合意をしなくても、当該準委任契約に基づく清掃業務を行う義務を負う。 

イ ＡがＡ所有の建物について賃借人Ｃとの間で賃貸借契約を締結している期間中にＡが死亡した場合、Ａ

の相続人は、Ｃに賃貸借契約を継続するか否かを相当の期間を定めて催告し、期間内に返答がなければ賃貸

借契約をＡの死亡を理由に解除することができる。 

ウ ＡがＡ所有の土地について買主Ｄとの間で売買契約を締結し、当該土地の引渡しと残代金決済の前にＡ

が死亡した場合、当該売買契約は原始的に履行が不能となって無効となる。 

エ ＡがＥ所有の建物について貸主Ｅとの間で使用貸借契約を締結していた場合、Ａの相続人は、Ｅとの間で

特段の合意をしなくても、当該使用貸借契約の借主の地位を相続して当該建物を使用することができる。 

 

１ １つ   ２ ２つ   ３ ３つ   ４ ４つ 
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【問 ４】被相続人Ａの配偶者Ｂが、Ａ所有の建物に相続開始の時に居住していたため、遺産分割協議によっ

て配偶者居住権を取得した場合に関する次の記述のうち、民法の規定によれば、正しいものはどれか。 

１ 遺産分割協議でＢの配偶者居住権の存続期間を 20 年と定めた場合、存続期間が満了した時点で配偶者居

住権は消滅し、配偶者居住権の延長や更新はできない。 

２ Ｂは、配偶者居住権の存続期間内であれば、居住している建物の所有者の承諾を得ることなく、第三者に

当該建物を賃貸することができる。 

３ 配偶者居住権の存続期間中にＢが死亡した場合、Ｂの相続人ＣはＢの有していた配偶者居住権を相続す

る。 

４ Ｂが配偶者居住権に基づいて居住している建物が第三者Ｄに売却された場合、Ｂは、配偶者居住権の登記

がなくてもＤに対抗することができる。 

 

 

 

 

 

【問 ５】次の記述のうち、民法の規定及び判例によれば、正しいものはどれか。 

１ 令和６年４月１日に 18 歳の者が法定代理人の法定代理人を得ずに締結した不動産の賃貸借契約であって

も、令和７年４月１日以降、当該賃貸借契約を取り消すことはできなくなる。 

２ 養育費は、子供が未成熟であって経済的に自立することを期待することができない期間を対象として支

払われるものであるから、子供が成年に達したときは、当然に養育費の支払義務が終了する。 

３ 営業を許された未成年者が、その営業に関するか否かにかかわらず、第三者から法定代理人の同意なく負

担付贈与を受けた場合には、法定代理人は当該行為を取り消すことができない。 

４ 意思能力を有しないときに行った不動産の売買契約は、後見開始の審判を受けているか否かにかかわら

ず効力を有しない。 

 

 

 

 

 

【問 ６】売買代金債権（以下この問において「債権」という。）の譲渡（令和３年７月１日に譲渡契約が行

われたもの）に関する次の記述のうち、民法の規定によれば、誤っているものはどれか。 

１ 譲渡制限の意思表示がされた債権が譲渡された場合、当該債権譲渡の効力は妨げられないが、債務者は、

その債権の全額に相当する金銭を供託することができる。 

２ 債権が譲渡された場合、その意思表示の時に債権が現に発生していないときは、譲受人は、その後に発生

した債権を取得できない。 

３ 譲渡制限の意思表示がされた債権の譲受人が、その意思表示がされていたことを知っていたときは、債務

者は、その債務の履行を拒むことができ、かつ、譲渡人に対する弁済その他の債務を消滅させる事由をもっ

て譲受人に対抗することができる。 

４ 債権の譲渡は、譲渡人が債務者に通知し、又は債務者が承諾をしなければ、債務者その他の第三者に対抗

することができず、その譲渡の通知又は承諾は、確定日付のある証書によってしなければ、債務者以外の第

三者に対抗することができない。 
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【問 ７】Ａを売主、Ｂを買主として、Ａ所有の甲自動車を 50万円で売却する契約（以下この問において「本

件契約」という。）が令和７年７月１日に締結された場合に関する次の記述のうち、民法の規定によれば、誤

っているものはどれか。 

１ Ｂが甲自動車の引渡しを受けたが、甲自動車のエンジンに契約の内容に適合しない欠陥があることが判

明した場合、ＢはＡに対して、甲自動車の修理を請求することができる。 

２ Ｂが甲自動車の引渡しを受けたが、甲自動車に契約の内容に適合しない修理不能な損傷があることが判

明した場合、ＢはＡに対して、売買代金の減額を請求することができる。 

３ Ｂが引渡しを受けた甲自動車のエンジンに契約の内容に適合しない欠陥があったときは、修理が可能か

否かにかかわらず、ＢはＡに対して、修理を請求することなく、本件契約の解除をすることができる。 

４ 甲自動車について、第三者ＣがＡ所有ではなくＣ所有の自動車であると主張しており、Ｂが所有権を取得

できないおそれがある場合、Ａが相当の担保を供したときを除き、ＢはＡに対して、売買代金の支払を拒絶

することができる。 

 

 

 

 

 

【問 ８】Ａが１人で居住する甲建物の保存に瑕疵があったため、令和３年７月１日に甲建物の壁が崩れて通

行人Ｂがケガをした場合（以下この問において「本件事故」という。）における次の記述のうち、民法の規定

によれば、誤っているものはどれか。 

１ Ａが甲建物をＣから賃借している場合、Ａは甲建物の保存の瑕疵による損害の発生の防止に必要な注意

をしなかったとしても、Ｂに対して不法行為責任を負わない。 

２ Ａが甲建物を所有している場合、Ａは甲建物の保存の瑕疵による損害の発生の防止に必要な注意をした

としても、Ｂに対して不法行為責任を負う。 

３ 本件事故について、ＡのＢに対する不法行為責任が成立する場合、ＢのＡに対する損害賠償請求権は、Ｂ

又はＢの法定代理人が損害又は加害者を知らないときでも、本件事故の時から 20 年間行使しないときには

時効により消滅する。 

４ 本件事故について、ＡのＢに対する不法行為責任が成立する場合、ＢのＡに対する損害賠償請求権は、Ｂ

又はＢの法定代理人が損害及び加害者を知った時から５年間行使しないときには時効により消滅する。 

 

 

 

 

 

【問 ９】Ａには死亡した夫Ｂとの間に子Ｃがおり、Ｄには離婚した前妻Ｅとの間に子Ｆ及び子Ｇがいる。Ｆ

の親権はＥが有し、Ｇの親権はＤが有している。ＡとＤが婚姻した後にＤが令和３年７月１日に死亡した場合

における法定相続分として、民法の規定によれば、正しいものはどれか。 

１ Ａが２分の１、Ｆが４分の１、Ｇが４分の１ 

２ Ａが２分の１、Ｃが 6分の１、Ｆが６分の１、Ｇが６分の１ 

３ Ａが２分の１、Ｇが２分の１ 

４ Ａが２分の１、Ｃが４分の１、Ｇが４分の１ 
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【問 10】ＡとＢとの間で、Ａを売主、Ｂを買主とする、等価値の美術品甲又は乙のいずれか選択によって定

められる美術品の売買契約（以下この問において「本件契約」という。）が令和３年７月１日に締結された場

合に関する次の記述のうち、民法の規定によれば、正しいものはどれか。 

１ 本件契約において、給付の目的を甲にするか乙にするかについて、第三者Ｃを選択権者とする合意がなさ

れた場合、Ｃが選択をすることができないときは、選択権はＢに移転する。 

２ 本件契約において、給付の目的を甲にするか乙にするかについて、Ａを選択権者とする合意がなされた後

に、Ａの失火により甲が全焼したときは、給付の目的物は乙となる。 

３ 本件契約において、給付の目的を甲にするか乙にするかについての選択権に関する特段の合意がない場

合、Ｂが選択権者となる。 

４ 本件契約において、給付の目的を甲にするか乙にするかについて、第三者Ｄを選択権者とする合意がなさ

れた場合、Ｄが選択権を行使するときは、ＡとＢの両者に対して意思表示をしなければならない。 

 

 

 

 

 

【問 11】Ａは、所有している甲土地につき、Ｂとの間で建物所有を目的とする賃貸借契約（以下この問にお

いて「借地契約」という。）を締結する予定であるが、期間が満了した時点で、確実に借地契約が終了するよ

うにしたい。この場合に関する次の記述のうち、借地借家法の規定によれば、誤っているものはどれか。 

１ 事業の用に供する建物を所有する目的とし、期間を 60 年と定める場合には、契約の更新や建物の築造に

よる存続期間の延長がない旨を書面で合意すれば、公正証書で合意しなくても、その旨を借地契約に定める

ことができる。 

２ 居住の用に供する建物を所有することを目的とする場合には、公正証書によって借地契約を締結すると

きであっても、期間を 20 年とし契約の更新や建物の築造による存続期間の延長がない旨を借地契約に定め

ることはできない。 

３ 居住の用に供する建物を所有することを目的とする場合には、借地契約を書面で行えば、借地権を消滅さ

せるため、借地権の設定から 20 年が経過した日に甲土地上の建物の所有権を相当の対価でＢからＡに移転

する旨の特約を有効に定めることができる。 

４ 借地契約がＢの臨時設備の設置その他一時使用のためになされることが明らかである場合には、期間を

５年と定め、契約の更新や建物の築造による存続期間の延長がない旨を借地契約に定めることができる。 

 

 

 

 

 

【問 12】Ａを賃貸人、Ｂを賃借人とする甲建物の賃貸借契約（以下この問において「本件契約」という。）

が令和３年７月１日に締結された場合に関する次の記述のうち、民法及び借地借家法の規定並びに判例によ

れば、正しいものはどれか。 

１ 本件契約について期間の定めをしなかった場合、ＡはＢに対して、いつでも解約の申入れをすることがで

き、本件契約は、解約の申入れの日から３月を経過することによって終了する。 

２ 甲建物がＢに引き渡された後、甲建物の所有権がＡからＣに移転した場合、本件契約の敷金は、他に特段

の合意がない限り、ＢのＡに対する未払賃料債務に充当され、残額がＣに承継される。 

３ 甲建物が適法にＢからＤに転貸されている場合、ＡがＤに対して本件契約が期間満了によって終了する

旨の通知をしたときは、建物の転貸借は、その通知がされた日から３月を経過することによって終了する。 

４ 本件契約が借地借家法第 38条の定期建物賃貸借契約で、期間を５年、契約の更新がない旨を定めた場合、

Ａは、期間満了の１年前から６月前までの間に、Ｂに対し賃貸借が終了する旨の通知をしなければ、従前の

契約と同一条件で契約を更新したものとみなされる。 
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【問 13】建物の区分所有等に関する法律（以下この問において「法」という。）に関する次の記述のうち、

誤っているものはどれか。 

１ 法又は規約により集会において決議をすべき場合において、区分所有者が１人でも反対するときは、集会

を開催せずに書面によって決議をすることはできない。 

２ 形状又は効用の著しい変更を伴う共用部分の変更については、区分所有者及び議決権の各４分の３以上

の多数による集会の決議で決するものであるが、規約でこの区分所有者の定数を過半数まで減ずることがで

きる。 

３ 敷地利用権が数人で有する所有権その他の権利である場合には、規約に別段の定めがあるときを除いて、

区分所有者は、その有する専有部分とその専有部分に係る敷地利用権とを分離して処分することができな

い。 

４ 各共有者の共用部分の持分は、規約に別段の定めがある場合を除いて、その有する専有部分の床面積の割

合によるが、この床面積は壁その他の区画の中心線で囲まれた部分の水平投影面積である。 

 

 

 

 

 

【問 14】不動産の登記に関する次の記述のうち、不動産登記法の規定によれば、正しいものはどれか。 

１ 所有権の登記の抹消は、所有権の移転の登記がある場合においても、所有権の登記名義人が単独で申請す

ることができる。 

２ 登記の申請をする者の委任による代理人の権限は、本人の死亡によって消滅する。 

３ 法人の合併による権利の移転の登記は、登記権利者が単独で申請することができる。 

４ 信託の登記は、受託者が単独で申請することができない。 


